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高齢社会対策大綱策定のための検討会（第７回） 

報告書素案について 

2024 年 7 月 17 日 

日本福祉大学／みずほリサーチ＆テクノロジーズ 

藤森克彦 

１．全体の構成について 

・前回の「高齢社会対策大綱」（2018 年 2 月）には、「第１部 目的及び基本的考え方」となってお

り、「基本的考え方」の前に、「大綱策定の目的」が記されていた。今回も「大綱策定の目的」は

必要ではないか。

・第１部で「基本的考え方」が３点あげられており、基本的考え方１の「活躍」が第２部、基本的考

え方２の「安心・安全」が第３部、という構成になっているように考える。一方、基本的考え方

３を受けた第４部がないように思われるが、これでよいか。確認したい。

・第２部と第３部の各章について、（１）現状と課題、（２）今後の取組の方向性、という構成になっ

ている。一つの項目が（１）と（２）に分けて記載されているが、項目ごとに「現状と課題」「今

後の取組の方向性」をまとめた方が良いのではないか。

例えば、第２部の（１）の⑤に「介護離職の状況」があげられ、（２）の④に「介護離職の解消」

がある。この（１）の⑤と（２）の④は「介護離職の解消」というタイトルで一つ項目にまとめた

方が読みやすいと思われる。第 3部についても同様に考える。 

・なお、第２部１―（１）―①は、取り組みの方向性が示されているわけではないので、2018 年の

大綱を参考に、「大綱策定の目的」に入れてはどうか。

（例示）第２部 生涯を通じて活躍できる環境の整備 

１．就労や地域での社会活動等の多様な活躍の推進 

（１）現状と課題 

① 健康寿命の延伸と体力的な若返り⇒大綱策定の目的へ移動

② 高齢期の就業の状況

③ 高齢期を見据えたキャリアアップやリスキリング

④ 高齢期の働き方に関する年金制度

⑤ 介護離職の状況

⑥ 地域の活動への参加

（２）今後の取組の方向性 

① 希望に応じて働き続けられる環境整備⇒（１）の②と統合

② 高齢期を見据えたキャリアアップやリスキリング⇒（２）の③と統合

③ 高齢期の働き方に中立的な年金制度への見直し⇒（２）の④と統合

④ 介護離職の解消⇒（２）の⑤と統合

⑤ 地域での活躍⇒（２）の⑥と統合

⑥ 社会的処方の推進⇒どこに位置づけるか要検討（第３部？）。
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２．内容について 

（１）３頁、第 1部 基本的考え方についての３について 

 ・１は、「年齢に関わりなく活躍し続けられる社会」、２は「安心・安全に暮らせる社会」という点で

基本的な考え方に妥当すると思われるが、「個々人のニーズに応じたきめ細やかな施策の展開」は

何を基本的な考え方とするのか、少し分かりにくいように思われる。「施策分野の壁を越え」とい

う文言があったが、縦割り行政を排除して、各省庁が連携して取り組むという点にポイントがあ

るのか。 

 

（２）５頁 ④高齢期の働き方に関する年金制度 

  ・「在職老齢年金については、長らく働く者に対してペナルティになっていると同時に、年齢にか

かわりなく活躍できる社会の構築という方針にも反している面があり、見直しが必要となる。」 

 

（３）５～６頁 ⑤介護離職の状況 

 ・介護離職の防止のために、「介護保険外サービスの拡大」が最初に来るのは違和感がある。介護保

険が来るべきではないか。例えば、「仕事と介護の両立には、就業者の親が、必要に応じて介護保

険サービスを利用できることが求められる。しかし、現在、介護職員の不足が課題になっている。」

と追記できないか。 

・なお、「介護保険外サービス」には、「高齢者等終身サポート事業」が含まれる。「高齢者等終身サ

ポート事業」は権利擁護の視点から課題が指摘されており、本報告書の 16頁にも「信頼性を確保

する仕組みの検討」といった指摘がなされている。また、「介護保険外サービス」は、低所得者の

利用が難しいといった課題もある。こういった点を踏まえると、「介護保険外サービスの拡大」（6

頁）、「介護保険外サービスの振興・拡大」（8頁）という表記は、もう少し慎重な書き方をしたらど

うか。 

 

（４）7頁 地域活動への参加 

 ・ 「高齢期を見据えて、現役期から地域とのつながりや居場所をもつことができる・・・」 

  

（５）8頁 ④介護離職の解消 

 ・「介護職員の不足については、まずは介護保険の追加財源を確保して、介護職員の処遇を改善して

いく必要がある。」 

 ・なお、27頁に、④介護人材確保についての記載がある。また、26頁には、「③医療・介護」もある

ので、分散したままでよいかどうかは、検討が必要だと考えられる。 

 

（６）12頁 ②社会保障教育 

 ・「社会保障の大きな役割は、所得の再分配であり、負担能力に応じて負担し、・・・」 

 

（７）14頁 高齢期における一人暮らしの増加（2段目から 3段目） 

・2段目「サービスの利用に当たって、権利擁護の視点から利用者の安心等を確保していくことが必
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要。 

・3 段目「また、身寄りのない人への支援のみならず、地域のＮＰＯ法人などが中心になって、・・・」 

 

（８）16頁 ①高齢者における身寄りのない人への支援 

・1段目「高齢者等終身サポート事業者ガイドライン」に基づき、関係府省が連携して取り組みを進

めるとともに、事業者の信頼性を確保する仕組みについて検討を行うべき。また、高齢者等終身

サポート事業は、低所得者や採算の取れない地域を対象としていないといった限界があることも

認識する必要がある。」 

 

・2段目「高齢者等終身サポート事業は低所得者や採算の取れない地域を対象としないことにおいて

限界があるや、高齢期に身寄りのない状態になるリスクは、資力に関わらず全ての高齢者がもつ

ことから、行政は各地域における支援の基盤整備に関与していくことが求められる。特に重要な

のは、高齢期における身寄りのない人に長期に伴走しながら、包括的に支援をコーディネートし

ていく機能である。行政の関与の下、コーディネート役となる機関が様々な機関につなぎ、見守

る仕組みを形成していくことが求められる。の枠組である。みをを踏まえ、身元保証や生活支援

については、全ての高齢期の人を対象とすべきであり、今後、具体的な支援の内容や所要の財源

について検討していくことが求められる。 

   ＊16頁の下から２段目と、17頁の 1段落目を接合した案。 

 

・17頁の「高齢期における身寄りのない人への支援」新規挿入してはどうか。 

・「一人暮らしへの備えとして、病気になった場合や本人が亡くなった後の持ち家に関する意向な

どをエンディングノートに記して、託す人を決めるなどなど、行政や各種支援団体が協力しなが

ら、一人暮らしの人の生前の意向を確認していくことの普及が必要である。」 

 

以上 

 

 

  


